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埼玉県議会令和２年度６月定例会は、６月１５日（月曜日）から７月３日（金曜日）までの１９日間にわたって開
かれましたので、ご報告いたします。
開会日 ６月１５日
知事提出議案について、知事から提出説明が行われました。
一般質問 ６月１９日・２２日～２５日
１５名が登壇し、私は１９日に県政に関わる質問を行いました。
常任委員会 ６月２９日 福祉保健医療常任委員会
国からの第２次補正予算を受け、新型コロナウイルス感染症対策に
係る予算案審査が主となりました。
特別委員会 ７月１日 人材育成・文化・スポーツ振興特別委員会
閉会日 ７月３日
討論・採決が行われ、知事提出議案８１案可決と一般会計の補正予算額は、
１，５９１億８，５５４万円となり、令和２年度累計額は、２兆１，７７０億３，００２万６千円となりました。

一般質問

６月１９日㈮に初登壇いたしました。新型コロナウイルス感染症に関する質問から市議会議員時代から取り組
んでいる主権者教育、農業振興、地元問題と計８項目質問いたしました。

1 今後の新型コロナウイルス感染症対策について
（1）医療体制の強化について （2）医療機関への財政的な支援を （3）検査体制の強化について
（4）財源の確保について （5）県内企業への財政的な支援を
2 東京2020オリンピック・パラリンピックを成功させるために
（1）延期になったことによる課題と取組の方向性について
（2）会場の確保について
（3）事前キャンプに関する他機関との連携について
（4）都市ボランティアの確保について
3 新型コロナウイルス感染症による部活動の大会中止に関する対応と
今後の部活動の在り方について
4 積極的な多胎児支援を行うべき
5 埼玉県みどりの学校ファームの更なる充実を
6 主権者教育を積極的に行うべき
7 農業の6次産業化の推進と販路拡大策について
8 地元問題
（1）SKIPシティにある彩の国ビジュアルプラザの活用について
（2）旧鳩ケ谷教職員住宅の方向性を早期に定めるべき



１ 今後の新型コロナウイルス感染症対策について （1）医療体制の強化について

質問；感染症指定医療機関の県内のバランスが悪く県南部にはほとんどない。医師や感染症指定医療機関を
早急に増やしていく必要があると考えるが、所見を伺う。
答弁(知事)；医師数については、将来に向けて増員が必要と考えているが、新たに医師を養成するには一定

の期間がかかる。感染症指定医療機関については、県全体では国の基準で病床数６４床が必要とされている
ところ、７５床を既に確保している。南部保健医療圏における感染症指定医療機関の指定については、入院協
力医療機関を中心に、今後も働き掛けていく。
(３)検査体制の強化について

質問；ＰＣＲ検査や抗原検査を積極的に行うことにより、感染拡大を防ぐことができるが、今後の検査体制につ
いて、見解を伺う。
答弁(知事)；第２波に備え、検体採取を行う発熱外来ＰＣＲセンターの開設時間の延長による拡充を行えるよう

整備するとともに、抗原検査や採取時に感染リスクが少ない唾液による検体採取を広めることで、帰国者・接
触者外来と同様の機能を有する医療機関を更に増やしていく。

2 東京2020オリンピック・パラリンピックを成功させるために （2）会場の確保について
質問；埼玉スタジアム２００２やさいたまスーパーアリーナの会場確保の見通しについて伺う。

答弁；本県は、開催地東京に次いで最も多い４つの競技会場がある。県が所有するさいたまスーパーアリーナ
と埼玉スタジアム２００２は、指定管理者と利用希望者の協力を得て来年の利用が可能となった。また、民間施
設の霞ヶ関カンツリー倶楽部と国の陸上自衛隊朝霞訓練場も組織委員会とともに調整を進め、いずれも来年
の利用の見通しが立っている。

4 積極的な多胎児支援を行うべき

質問；多子世帯を支援する取組として定着してきている多子世帯応援クーポンをより利用しやすい制度設計に
したり、例えばタクシーなどでの利用をしやくするなど、更に利便性の高いものにする必要があると考えるが、
見解を伺う。

答弁；一般社団法人埼玉県乗用自動車協会を通じるなどし、クーポンが直接利用できる事業者として登録して
いただくよう、積極的に働きかけていき、タクシー事業者の登録は、令和元年度末では１５社だったが、本年７
月には５０社以上の登録となる見込み。

6 主権者教育を積極的に行うべき
質問；県立高校で行われている主権者教育の取組状況と市町村教育委員会への働き掛けについて伺う。

答弁；県立高校では、現代社会や政治経済の授業において、社会の成り立ちや選挙制度について学び、総合
的な探究の時間では、地域の課題を見つけ、整理した上で自分の考えをまとめ、発表するなどの学習を行って
いる。また、市町村教育委員会に対しては、児童生徒が地域活動への参加を通して課題を見つけ、地域を活
性化させるための提言を行っていく授業などの好事例を提供し、主権者教育の充実について働き掛けている。
今後も積極的に取り組んでまいる。

7 農業の6次産業化の推進と販路拡大策について
質問；今後、６次産業化の取組を拡大していくために、どのような支援策を講じていくのか、見解を伺う。

答弁；新たに６次産業化に取り組む農業者に対し、専門的なアドバイスができるよう、普及指導員の更なるス
キルアップを図っている。さらに、機械・施設の整備が必要な場合には、国の交付金やＪＡグループさいたまの
助成事業の活用を支援していく。

8 地元問題 （2）旧鳩ケ谷教職員住宅の方向性を早期に定めるべき
質問；川口市との協議はどのようになっているのか、早期に方向性を示していただきたいが、所見を伺う。

答弁；地域の安心・安全の確保や、早期の用地の有効活用を図るため、今年度は解体設計を行うこととしてい
る。今後できる限り早期に解体し、地元川口市との協議を迅速に進めていく。


